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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、独創的なモーションコントロール技術で、移動・生活空間に安全・安心・快適を提供することを企業理念とし、「ナブテスコ ウェイ」の実践を

通じて会社の持続的な成長および中長期的な企業価値の向上ならびにステークホルダーからのさらなる信頼獲得のため、コーポレートガバナンス
の充実に取り組むものとします。

なお、当社は、「コーポレートガバナンス基本方針」（以下、基本方針）」を制定し、当社ウェブサイトに掲載しています。

「コーポレートガバナンス基本方針」：https://www.nabtesco.com/ir/policy/governance.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、2018年６月１日に公表された改訂コーポレートガバナンス・コードに基づく各原則を全て実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】　政策保有株式

　　基本方針第４条　（株式の政策保有および政策保有株式に係る議決権行使等に関する基本方針）をご参照ください。

　　当社は、直近事業年度末の状況に照らし、保有の意義が希薄になった政策保有株式については、できる限り速やかに処分・縮減していくと

　　いう基本方針のもと、毎年、取締役会において、個別の銘柄毎に、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合って

　　いるか等につき、一定の基準に基づいて検証し、保有継続の可否および保有株式数を見直すこととしています。

　　2020年２月28日開催の取締役会にて、2019年度末の政策保有株式（11銘柄）について、当社の保有継続可否基準に基づき個別銘柄毎に

　　検証した結果、保有意義、経済合理性のいずれも一定の妥当性があることが確認されました。一方で、2018年６月のコーポレートガバナンス

　　・コード改訂など政策保有株式に係る環境の変化を踏まえ、今後、政策保有株式の残高削減をできるだけ進めていく方針も確認されました。

【原則１－７】　関連当事者間の取引

　　基本方針第５条　（関連当事者間取引等）をご参照ください。

【原則２－６】　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　　当社の退職年金制度は、確定拠出企業年金のため、原則２-６について適用がないものと判断しています。

【原則３－１(i)】　会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　当社は、社員一人ひとりの仕事への取り組み姿勢、判断の拠り所として共有する「行動指針」を定め、従来からの「企業理念」、

　　「ナブテスコの約束」とあわせた総称として「ナブテスコ ウェイ」を制定し、ウェブサイト等で公表しています。

　　また、当社が2020年度の目指す姿である「長期ビジョン」および「中期経営計画」も策定し、公表しています。

　　詳細は、当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

　　「ナブテスコ ウェイ」：https://www.nabtesco.com/company/greeting.html

　　「長期ビジョン」：https://www.nabtesco.com/ir/policy/vision.html

　　「中期経営計画」：https://www.nabtesco.com/ir/policy/mid_term_plan.html

【原則３－１(ii)】　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　本報告書のⅠ．１「基本的な考え方」をご参照ください。

【原則３－１(iii)】　取締役会が経営陣幹部 ・ 取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　基本方針第24条　（経営陣の報酬等）をご参照ください。

【原則３－１(iv)】　取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役 ・ 監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　基本方針第23条　（取締役、監査役、ＣＥＯ等の指名等）をご参照ください。

【原則３－１(v)】　取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役 ・ 監査役候補の指名を行う際の、 個々の選解任・指名についての説明

　　当社は、社外取締役候補者の指名理由、その他取締役および監査役の略歴・地位・担当等については、株主総会招集ご通知等で

　　開示しています。なお、詳細については、当社ウェブサイトをご参照ください。

　　https://www.nabtesco.com/ir/stock/shareholders_meeting.html

【補充原則４－１－①】　経営陣への委任

　　基本方針第15条　（経営陣への委任）をご参照ください。

【原則４－９】　独立社外取締役の独立性判断基準および資質

　　基本方針第18条　（独立社外取締役）をご参照ください。

【補充原則４－１１－①】　取締役会の構成



　　基本方針第16条　（取締役会の構成）をご参照ください。

【補充原則４－11－②】　社外取締役および社外監査役の重要な兼職の状況

　　当社は、社外取締役および社外監査役の重要な兼職の状況については、株主総会招集ご通知等で開示しています。

　　なお、詳細については、当社ウェブサイトをご参照ください。

　　https://www.nabtesco.com/ir/stock/shareholders_meeting.html

【補充原則４－11－③】　取締役会の実効性評価

　　当社は、基本方針第25条に基づき、毎年、各取締役の自己評価等に基づく取締役会の実効性に関する分析・評価を実施し、取締役会の機能

　　向上を図ります。2019年度についても、すべての取締役および監査役を対象とした無記名の自己評価アンケートを実施し、外部弁護士による

　　アンケートの集計・分析も踏まえ、取締役会で議論し、取締役会の実効性を評価しました。その結果の概要は下記のとおりです。

　　アンケートにおいては、適切な人数・構成の取締役が取締役会において自由闊達で建設的な議論や意見交換ができているとの自己評価結果

　　となりました。2020年度からは独立社外取締役の１名増員により、全取締役の３分の１以上が独立社外取締役となります。また、女性取締役の

　　増員により、一層の多様な視点からの議論が期待されること等を勘案すれば、当社取締役会の実効性は確保されていると認識しております。

　　一方で、女性取締役のさらなる増員や外国人取締役の起用、成長戦略等経営の重要課題の十分な審議時間確保を目的とした取締役会運営

　　効率化等の課題も浮かび上がってきております。

　　当社はコーポレート・ガバナンスの一層の充実を目指し、このような課題の解決と取締役会の機能向上に、継続的に取り組んでまいります。

【補充原則４－14－②】　取締役および監査役の研鑽および研修

　　基本方針第27条　（取締役および監査役の研鑽および研修）をご参照ください。

【原則５－１】　株主との建設的な対話に関する方針

　　基本方針第29条　（建設的な対話）をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,199,900 5.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,057,300 4.87

東海旅客鉄道株式会社 5,171,000 4.16

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 4,758,185 3.83

ファナック株式会社 3,760,000 3.02

株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズ 3,265,000 2.63

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 2,676,900 2.15

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,362,200 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 2,079,400 1.67

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 1,988,073 1.60

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満



直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

藤原　裕 他の会社の出身者

内田　憲男 他の会社の出身者

飯塚　まり 学者

水越　尚子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



藤原　裕 ○

（重要な兼職の状況）

・経営革新研究所クロス・ボーダー・ブリッ
ジ代表

・株式会社キッツ社外取締役

・鴻池運輸株式会社社外監査役

藤原裕氏は、 海外勤務が長く、 グローバルビ

ジネスに対する豊富な経験と高い見識・能力を
有しています。 同氏は、 上場企業の財務部

門・ IR部門の責任者を務められるなど、 高度

な経営戦略および財務に関する専門知識を有
しており、当社はその経験・能力を高く評価して
おり、その知見を活かした監督とアドバイスを
求めるため、社外取締役として選任していま
す。

また同氏は、独立役員の資格を充たしており、
社外取締役としての職務を遂行するにあたり、
一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外
取締役であると判断しています。

内田　憲男 ○
（重要な兼職の状況）

・株式会社アルバック社外取締役

内田憲男氏は、株式会社トプコンの代表取締
役を務められ、企業経営者としての豊富な経験
と高い見識・能力を有しております。当社はそ
の経験・能力を高く評価しており、当社の技術
開発およびグローバルビジネスへの全般的な
監督とアドバイスを求めるため、社外取締役と
して選任しています。

また同氏は、独立役員の資格を充たしており、
社外取締役としての職務を遂行するにあたり、
一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外
取締役であると判断しています。

飯塚　まり ○

（重要な兼職の状況）

・同志社大学大学院　ビジネス研究科　教
授

飯塚まり氏は、直接会社経営に関与されたこと
はありませんが、同志社大学大学院ビジネス
研究科教授として、グローバル経営人材や国
際経営戦略の分野において高い専門性を有し
ています。また、持続可能な開発目標(SDGｓ)
の実施のため、ビジネスとアカデミアとの連携・
協働を目的として設立された日本グローバル・
コンパクト・アカデミック・ネットワークの会長等
も歴任しております。当社はその経験・能力を
高く評価しており、それらに基づく専門性と知見
を活かした監督とアドバイスを得るため、社外
取締役として選任しています。

また同氏は、独立役員の資格を充たしており、
社外取締役としての職務を遂行するにあたり、
一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外
取締役であると判断しています。

水越　尚子 ○

（重要な兼職の状況）

・レフトライト国際法律事務所　パートナー

・ＴＩＳ株式会社　社外取締役

水越尚子氏は、社外取締役として以外に会社
経営に関与したことはありませんが、弁護士と
しての高い専門性を備え、他の事業会社の社
外役員のほか、経済産業省産業構造審議会知
的財産分科会不正競争防止小委員会委員等
の公職を歴任しています。当社はその経験・能
力を高く評価しており、それらに基づく客観的か
つ法的見地からの監督とアドバイスを求めるた
め、社外取締役として選任しています。

また同氏は、独立役員の資格を充たしており、
社外取締役としての職務を遂行するにあたり、
一般株主と利益相反が生じる恐れのない社外
取締役であると判断しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 0 1 2 0 1
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 1 2 0 1
社内取
締役

補足説明



「指名委員会」

取締役会の諮問機関として、取締役、監査役、社長（ＣＥＯ）および代表取締役候補の人事ならびに社長（ＣＥＯ）の後継者計画等について審議し、
取締役会への答申を行います。指名委員会は、３名以上５名以下の委員により構成し、そのうち過半数を独立社外役員としています（基本方針第
21条、上記表中の「その他」１名は、社外監査役）。また、2019年度において指名委員会は３回開催され、全委員が出席しております。

「報酬委員会」

取締役会の諮問機関として、経営陣の報酬等について審議し、取締役会への答申を行います。報酬委員会は、３名以上５名以下の委員により構
成し、そのうち過半数を独立社外役員としています（基本方針第22条、上記表中の「その他」１名は、社外監査役）。また、2019年度において報酬
委員会は２回開催され、全委員が出席しております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

社外監査役を含めた監査役は、内部監査機能を有する業務監査部および子会社監査役との監査に関する協議、情報・意見交換等を実施すると
ともに、会計監査人との監査計画説明会や監査結果報告会、各工場たな卸立会等により相互に連携しています。また、内部監査部門および財務
経理部門は、会計監査人と「財務報告に係る内部統制」の整備・運用状況等について意見交換および情報交換を行っています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

佐々木 善三 弁護士

長坂 武見 他の会社の出身者

平井 鉄郎 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



佐々木 善三 ○
（重要な兼職の状況）

・晴海協和法律事務所弁護士

佐々木善三氏は、直接会社経営に関与された
ことはありませんが、長年検事を務められ、高
度な法律面の知識、さらに組織経営全般に関
する高い見識、能力を有しています。当社はそ
の経験・能力を高く評価しており、それらに基づ
く公正な判断、経営に対する客観性・中立性を
当社のコーポレートガバナンスの強化およびコ
ンプライアンスの維持・向上に活かしていただ
きたいため、社外監査役として選任をしていま
す。

また、同氏は、独立役員の資格を充たしてお
り、社外監査役としての職務を遂行するにあた
り、一般株主と利益相反が生じる恐れのない社
外監査役であると判断しています。

長坂 武見 ○
（重要な兼職の状況）

・大王製紙株式会社社外監査役

長坂武見氏は、経理財務に関する専門知識お
よび経営者としての経験を有しています。当社
はその経験・能力を高く評価しており、それらに
基づく公正な判断、経営に対する客観性・中立
性を当社のコーポレートガバナンスの強化に活
かしていただきたいため、社外監査役として選
任をしています。

また、同氏は、独立役員の資格を充たしてお
り、社外監査役としての職務を遂行するにあた
り、一般株主と利益相反が生じる恐れのない社
外監査役であると判断しています。

平井 鉄郎 ○

平井氏が理事を務める豊田通商株式会
社と当社グループとの間には取引関係が
ありますが、 取引額は、 過去３事業年度

のいずれにおいても、 当社および同社の

連結売上高の１％未満と僅少です。

　

（重要な兼職の状況）

・豊田通商株式会社理事

平井鉄郎氏は、 ものづくりに関する豊富な経

験と高い知見・能力および経営者としての経験
も有しています。当社はその経験・能力を高く
評価しており、それらに基づく公正な判断、 経

営に対する客観性・中立性を当社のコーポレー
トガバナンスの強化に活かしていただきたいた
め、 社外監査役として選任をしています。

また、同氏は、独立役員の資格を充たしてお
り、社外監査役としての職務を遂行するにあた
り、一般株主と利益相反が生じる恐れのない社
外監査役であると判断しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

当社は、東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、以下のすべての要件に該当する場合、当該社外役員（社外取締役および社外監査
役）に独立性があると判断しています。

①当社の現在の大株主（＊）又はその業務執行者でないこと

＊総議決権の５％超の議決権を直接又は間接的に保有している者又は直近の株主名簿上の大株主上位10位以内の者

②当社グループの主要な借入先（＊）の業務執行者でないこと

＊当社グループが借入れをしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する者をいう。）であって、直前事業年度末にお
ける当社グループの当該金融機関グループからの全借入額が当社グループの連結総資産の２％を超える者

③当社グループの主要な取引先（年間取引額が連結売上高の１％を超える）又はその業務執行者でないこと

④当社グループを主要な取引先（年間取引額が相手方の連結売上高の１％を超える）とする者又はその業務執行者でないこと

⑤コンサルタント、会計専門家、法律専門家として、当社グループから役員報酬以外に多額の報酬（年間600万円以上）を受けていないこと（当該
社外役員が属する法人、組合等の団体が報酬を受けている場合を含む。）

⑥当社グループから多額の寄付（年間600万円以上）を受けている法人、組合等の団体の業務執行者でないこと

⑦当社グループの業務執行者の配偶者又は２親等以内の親族でないこと

⑧過去３年間において、上記①から⑥までのいずれにも該当していない者

⑨当社の社外役員としての在任期間が通算８年を超えない者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

・取締役の報酬体系は、固定報酬となる基本報酬と短期業績を反映した業績連動報酬からなる「月次報酬」ならびに中期経営計画の達成度およ
び株式価値を反映した株式報酬「株式給付信託（ＢＢＴ（＝Ｂｏａｒｄ　Ｂｅｎｅｆｉｔ　Ｔｒｕｓｔ))」（以下、「株式給付信託（ＢＢＴ）」という。）で構成しています。

・報酬制度の基本方針



当社の業績および株式価値との連動性を高めることで株主と経営者の利益を共有する制度であること

当社グループの中長期的な業績の向上に対するインセンティブとして機能すること

報酬制度の決定プロセスは、客観性、かつ透明性の高いものであること

詳細につきましては、後述「【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照願います。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2019年度における取締役の年間報酬等の総額は、取締役12名に対し総額350百万円（うち社外取締役３名分30百万円を含む）です。総額350百万
円のうち、月次報酬等が249百万円（うち社外取締役３名は30百万円）です。　なお、「株式給付信託（ＢＢＴ）」導入に伴い（社外取締役は報酬の対
象外）、2019年度における付与された又は付与が見込まれた株式交付ポイント数に基づき在任時給付として21百万円を、退任時給付として80百
万円を費用計上しています(日本基準により費用計上した額です)。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

■報酬制度の体系

１）取締役の報酬体系は、固定報酬となる基本報酬と短期業績を反映した業績連動報酬からなる「月次報酬」ならびに中期経営計画の達成度およ
び株式価値を反映した株式報酬「株式給付信託（ＢＢＴ）」で構成しています。

２）「基本報酬」は各取締役の役位に応じた固定報酬であり、月次報酬として支給します。

３）「業績連動報酬（月次報酬）」は、年度業績の達成度に応じて、以下の算式により支給額を決定します。

【短期業績連動報酬】

短期業績連動報酬＝役位別支給基準額×業績評価係数

※業績評価係数：閾値を設定した前年度のＲＯＩＣおよび当期利益（親会社の所有者に帰属）を指標とするマトリクステーブルにより決定

　（係数：０．００～３．００）

なお、社内カンパニーを担当する取締役については、当該カンパニーの売上高成長率、営業利益額改善度、ＲＯＩＣ改善度、研究開発指標、環境
指標等をもとに短期業績連動報酬から加減します。

４）株式報酬は「株式給付信託（ＢＢＴ）」の仕組みを活用し、中期経営計画の達成度等に応じて、以下の算式により給付額を決定します。

【在任時交付型株式報酬】

在任時交付型株式報酬＝役位別株式交付ポイント×業績評価係数×中期経営計画達成度係数

※業績評価係数：閾値を設定した前年度のＲＯＩＣおよび当期利益（親会社の所有者に帰属）を指標とするマトリクステーブルにより決定

　（係数：０．００～３．００）

※中期経営計画達成度係数：中期経営計画に掲げる売上高および営業利益の達成度により設定（０～０．５）

　 交付ポイントの権利確定はポイント付与後、３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の日となります。

【退任時交付型株式報酬】

退任時交付型株式報酬＝役位別株式交付ポイント

交付ポイントの権利確定は取締役を退任した日となります。

５）取締役の報酬については、業績および株主価値への連動を重視した構成比としています。

＜役位が取締役会長・社長の場合＞

固定報酬（基本報酬）：30％

業績連動報酬（短期業績連動報酬）：30％

業績連動報酬（在任時交付型株式報酬）：20％

業績連動報酬（退任時交付型株式報酬）：20％

＜役位が取締役の場合＞

固定報酬（基本報酬）：35％

業績連動報酬（短期業績連動報酬）：30％

業績連動報酬（在任時交付型株式報酬）：20％

業績連動報酬（退任時交付型株式報酬）：15％

※上記数値は、役位毎の中央値とし、業績連動報酬にかかる目標の達成率を100％とした場合のモデルです。　



６）社外取締役および監査役の報酬等については、業務執行とは独立した立場であることに鑑み、業績反映部分を排除し、固定報酬のみとしてい
ます。

７）不適切会計等による過年度決算修正の結果、業績連動報酬算定上の基礎となった過年度の業績に重大な変更が生じた場合、または役員の
非違行為等により会社に重大な損害が生じた場合は、業績連動報酬の全額、または一部の返還を求めることができる報酬規程としています。

■業績連動報酬にかかる指標に対する考え方

取締役（社外取締役を除く）に支給する業績連動報酬にかかる指標は、すべての社員の活動成果であり、かつ、ＲＯＥ改善に繋がる主たる指標で
ある「ＲＯＩＣ」と「当期利益（親会社の所有者に帰属）」を基本としています。これにより、すべての取締役が資本コストおよび配当性向を意識し、当
社グループの持続的な成長を意識した経営を促進していきます。また、事業を担当する取締役には、ＲＯＩＣ改善度等の経営指標の他、知財創造
の促進に向けた研究開発指標、ＣＯ２排出量削減度合に応じた環境指標等を設けることにより、中長期的な業績の向上に対するインセンティブと
しての機能を付加しています。また、中期経営計画の達成度については、すべての取締役および社員の事業活動の成果であり、かつ、ベクトルを
統一した活動を促進していくことを目的として「売上高」および「営業利益」を採用しています。なお、上記指標に関し、当社の経営判断に起因しな
い事象等による影響が生じた場合は加減算することがあります。

【2019年度の業績連動報酬にかかる主な指標の実績】

ＲＯＩＣ：7.5％

売上高：294,626百万円

営業利益：21,889百万円

当期利益：15,305百万円

2019年度の業績連動報酬については、2018年12月期決算値を基に算定しております。なお、当期については当社グループの持分法適用関連会
社である株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズが実施しました新株発行等に伴う利益が生じたため、上記実績値より当該利益額を減額した
指標を採用しています。

■報酬の決定方法等

取締役の報酬等に関する方針、報酬体系、水準および各取締役への支給額については、社内取締役１名と独立社外役員２名で構成された報酬
委員会による審議・答申を受け、取締役会にて決定しています。また、監査役の報酬等については、監査役の協議を経て決定しています。当期に
おける取締役の報酬等に関する審議および決定のための委員会等の活動は以下のとおりです。

【委員会等の会議の開催回数（2019年１月から12月まで）】

報酬委員会：２回

取締役会：２回

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役は、経営情報オンライン・データ・ベースにより、各種経営情報のほか、取締役会開催通知、付議案件等が常時閲覧でき
るようになっています。また、取締役会開催通知は別途インターネットメールでも案内しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

当社は、2019年８月30日の取締役会にて相談役・顧問制度の廃止を決議いたしました。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

「取締役会」

当社グループの基本方針・基本戦略の策定、重要な業務執行に関する決定および業務執行の監督を行います。

取締役会の員数は10名以内とし、そのうち２名以上を独立社外取締役としています。取締役会は、独立社外取締役３名を含む10名で構成していま
す。原則月１回以上開催とし、2019年度においては16 回開催しています。

「指名委員会」

取締役会の諮問機関として、取締役、監査役、社長（ＣＥＯ）および代表取締役候補の人事、ならびに社長（ＣＥＯ）の後継者計画等について審議
し、取締役会への答申を行います。なお、指名委員会は、３名以上５名以下の委員により構成し、そのうち過半数を独立社外役員としています。提
出日現在の構成は次の通りです。

委員長：寺本克弘（代表取締役）

委員　 ：内田憲男(社外取締役)、水越尚子(社外取締役)、平井鉄郎(社外監査役)

2019年度においては３回開催しています。

「報酬委員会」

取締役会の諮問機関として、経営陣の報酬等について審議し、取締役会への答申を行います。 報酬委員会は、３名以上５名以下の委員により構

成し、そのうち過半数を独立社外役員としています。報酬委員会は、独立社外役員３名を含む４名で構成しています。

提出日現在の構成は次の通りです。

委員長：寺本克弘（代表取締役）

委員　 ：藤原裕(社外取締役)、飯塚まり(社外取締役)、長坂武見(社外監査役)



2019年度においては２回開催しています。

「コンプライアンス委員会」

取締役会の諮問機関として、「ナブテスコグループ倫理規範」の制定・改定および当社グループのコンプライアンス体制に係る重点的課題につい
て審議し、取締役会への答申を行います。なお、コンプライアンス委員会は、独立社外役員および外部有識者を含むメンバーにより構成していま
す。提出日現在の構成は以下の通りです。

委員長：寺本克弘（代表取締役）

委員　 ：秋田敏明、伊集院正二、木村和正、中川康仁、佐々木善三(社外監査役)、松尾眞(桃尾・松尾・難波法律事務所弁護士)

2019年度においては３回開催しています。

「監査役(会)」

取締役会の職務の執行を監査し、監査報告の作成を行っています。また、グループ経営の強化に対応して、グループ会社の監査役を含めたグ
ループ監査役会を設置し、監査体制を強化しています。監査役会は５名以内の監査役により構成し、そのうち半数以上を独立社外監査役としてい
ます。現在、独立社外監査役３名を含む５名で構成されています。2019年度においては当社監査役会を13回、グループ監査役会を２回開催してい
ます。

「執行役員会」

取締役会の方針・戦略・監督のもとに業務執行に専念する体制として執行役員制を採っています。執行役員会は、主要なグループ会社３社の代
表者である執行役員を含めた20名で構成されています。2019年度においては12回開催しています。

「マネジメント・コミッティ」

取締役会の決定する方針に基づき、当社グループの業務執行に関する重要事項の審議、業績報告、業務執行の報告をする機関として、社長（Ｃ
ＥＯ）、カンパニー社長、コーポレート部門管掌役員・本部長等で構成された「マネジメント・コミッティ」を設けています。2019年度においては18回開
催しています。

「業務監査部」

社長（ＣＥＯ）直轄の部門として、コーポレート部門、社内カンパニーおよびグループ会社の内部監査を実施しています。 業務監査部は、９名で構

成され、「内部監査により、将来想定されるリスクの発生を防御するため、法令遵守と組織内の各業務の仕組と管理体系を評価し、ナブテスコグ
ループ内組織における経営活動の効果的運用と質的向上を図ること」を基本方針としています。

「会計監査人」

会計監査人（有限責任あずさ監査法人）は、会社法および金融商品取引法に基づき会計監査を実施しています。継続監査期間は、17年であり、
2019年度における会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務に係る補助者の構成は次のとおりです。

＜監査業務を執行した公認会計士の氏名＞

指定有限責任社員 業務執行社員　中嶋 歩

指定有限責任社員 業務執行社員　内田 好久

指定有限責任社員 業務執行社員　井上 喬

＜監査業務に係る補助者の構成＞

公認会計士17名、その他17名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

・当社の取締役会は、取締役の経営責任の明確化を図るため、取締役の任期は定款で１年と定めています。また、取締役会の諮問機関として、報
酬委員会、指名委員会、コンプライアンス委員会を設置しています。

・当社は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社を選択しています。監査役会は、グループ会社の監査役を含めたグループ監査役会を
設置し、グループ監査体制の強化を図っています。

・当社は、取締役会の方針・戦略・監督のもとに業務執行に専念する体制として執行役員制を採っています。なお、2018年３月27日付け定款変更
により、社長を執行役員の役位へと変更し、執行役員の中から社長を選定するように改め、取締役会議長である取締役会長を除き役付取締役を
廃止しました（2018年３月27日開催の第15回定時株主総会決議）。

これらの体制を整備、強化することにより、業務執行における迅速な意思決定や機動性を維持しつつ、企業統治体制の強化と責任の明確化を図
り、ナブテスコグルーブの企業価値向上に資する効率的かつ透明性の高い企業経営体制を構築しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 2007年から株主総会開催日の３週間前に招集通知を早期発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定
集中日以外の日に株主総会を設定しております。なお、2015年度から決算日変更に伴い
総会開催月を６月から３月に変更し、2020年は３月24日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使 2006年から電磁的方法による議決権行使を導入しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2007年から議決権電子行使プラットフォームに参加しています。招集通知（事業報告を含
む）は、英訳を含め、開催日の４週間以上前に当社ウェブサイトおよびTDNetによる開示
を通じて上場証券取引所および議決権電子行使プラットフォームに掲載しています。

招集通知（要約）の英文での提供
2012年から招集通知の参考書類部分の英文を当社ウェブサイトに掲載しています。

2016年以降は上記に加え事業報告および連結計算書類の一部を英文化し当社ウェブサ
イトに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ウェブサイトにて、当社のＩＲ情報開示の基本姿勢等を掲載しています。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回、中間、期末決算発表後に説明会を開催しています。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 2019年度は、欧州、米国で投資家訪問および面談を実施しています。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算資料、有価証券報告書、ニュースリリース、統合報告書を、当社ウェブサ
イトに掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
2018年１月より 従来総務部の中にあったＣＳＲ・ＩＲ活動を行う部署が、同活動

の積極的な推進のため、コーポ―レート・コミュニケーション部として新設されま
した。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「企業理念」「ナブテスコの約束」に社員一人ひとりの仕事への取り組み姿勢、判断の拠り
所として共有する「行動指針」をあわせた「ナブテスコ ウェイ」や、「ナブテスコグループ倫理

規範」等を制定しています。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループが重点的に取り組むべきＣＳＲ活動としては、環境への配慮や、サプライ
チェーンにおけるＣＳＲへの取り組みが挙げられます。

当社グループは、「地球環境への配慮」を経営の最重要課題の一つと捉え、具体的な活動
指針としてグループに共通の「環境理念」と「環境行動指針」を制定しています。これをもと
に、事業活動に関わる環境負荷の低減や環境改善について、可能な限り定量目標を設定
し、積極的に推進しています。また、サプライチェーンマネジメントにおいては、児童労働や
強制労働、紛争鉱物問題などグローバルな人権に関する課題を認識し、2014年４月に「ナ
ブテスコグループＣＳＲ調達方針」を制定しました。今後一層のＣＳＲ経営に努めるため、同
4月に国連グローバル・コンパクトの趣旨に賛同し、これに参加することを表明しました。

これらＣＳＲに関する具体的な活動をまとめたＣＳＲ報告書を2011年より毎年発行しており、
2014年からは統合報告書を発行しています。

2016年８月より、ＣＥＯの直轄機関として当社のＣＳＲ活動全般を統括するＣＳＲ委員会を設
置し、同年12月には、ＣＳＲ経営をより体系的に推進することを目的とした「ＣＳＲ基本方針」
を制定しました。

2017年12月には、当社グループのすべての役員・社員が国際的な基準、各国・地域の法
令を順守し人権尊重の取り組みを実践するための「ナブテスコグループ人権方針」を制定
しました。

2018年６月には、マテリアリティ（重要なＣＳＲ課題）の一つである「地域社会の発展」に関し
て、 グループ横断的な企業市民活動を戦略的に展開していくための考え方として、「ナブテ

スコグループ企業市民活動方針」を制定しました。

2019年には、気候変動関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）の提言への賛同を表明
し、気候変動がもたらすリスクと機会の財務的影響を把握・開示するため、対応チームによ
る検討を開始しました。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「インサイダー情報管理基準」および「広報・IRに関する情報開示基準」を制定しています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制推進の最高責任者はＣＥＯとする。

取締役会は、事業環境や社会的要請の変化、法令の改正、リスクの多様化等に応じて内部統制システムの整備に関し継続的に検討を重ね、毎
年一回その他必要に応じ見直しを行う。

１．取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(1)取締役、執行役員および使用人は、「ナブテスコウェイ」および「ナブテスコグループ倫理規範」を適正かつ公正な事業活動の拠り所としてこれを
遵守する。また、社会の一員として社会規範・倫理に則した行動を行い、健全な企業文化の維持形成に努める。

(2)取締役（会）および執行役員は、法令、定款、取締役会規則およびグループ責任・権限規程等に規定される経営上の重要事項について、適切
に意思決定を行う。

(3)業務執行取締役および執行役員は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された職務を執行するとともに、自己の職務の執行の状
況を取締役会に報告する。また、各取締役および各執行役員は、他の取締役または執行役員によるものも含め、職務の執行について法令および
定款への適合性に関し問題が生じた場合は、取締役会および監査役（会）へ報告する。

(4)取締役、執行役員および使用人は、意思決定および職務の執行において、本社専門スタッフあるいは外部専門家の専門意見を聴取することを
徹底することで、判断の合理性・妥当性、適法性を確保する。

(5) 取締役会は、社外取締役、社外監査役による外部からの多面的かつ公正な観点からのアドバイスを通じて、適正な判断を行う。

(6) 当社グループのコンプライアンスを推進するため、取締役会の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置する。同委員会は、コンプライアン

スに関する重要事項等の審議および取締役会への答申を行う。

(7) コンプライアンスの推進においてＣＥＯを補佐するため、コンプライアンスを推進する部門を設置する。社会情勢および法改正等に則したコンプ

ライアンス体制の見直しと、取締役、執行役員および使用人に対するコンプライアンス教育を行う。

(8) 取締役、執行役員および使用人は、当社グループにおける不正行為の通報義務を有し、その手段の一つとして企業倫理ホットラインを開設し、

運用する。企業倫理ホットラインへ通報をした者は、当該通報をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないものとする。

(9) 財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムおよびその有効性を評価する体制を整備・運用する。

２．取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1)取締役および執行役員は、その職務の執行に係る以下の情報（文書および電磁的記録。以下同じ。）について、法令および社内規程に基づき、
それぞれの担当職務に従い適切に作成および保存・管理を行う。

①株主総会議事録およびその関連資料

②取締役会議事録およびその関連資料

③マネジメント・コミッティ等、取締役または執行役員が主催する重要な会議体の議事内容の記録および関連資料

④取締役会または執行役員が決定者となる決定通知書および付属書類

⑤その他取締役および執行役員の職務の執行に関する重要な書類

(2)上記(1)に定める情報の作成および保存・管理における責任者は、それぞれの会議体議長または別途定められた取締役、決定者または当該職
務を執行する取締役もしくは執行役員とする。

(3)電磁的記録については、ＩＴ技術の高度化に伴う漏洩リスクに対し十分なセキュリティ体制を整備し、継続的に強化・改善を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)損益、資産効率、品質、災害等の状況が取締役会に適正かつタイムリーに報告され、また当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
実があることを発見したときは、迅速かつ的確に取締役（会）へ報告される体制を整備し、リスクの早期発見に努め、損失の極小化を図る。

(2)当社グループの事業活動に伴う多様なリスクの管理および損失の予防を行うため、リスクマネジメント委員会、グループ品質・ＰＬ委員会、グ
ループＥＳＨ委員会などの全社横断的な組織を設置するとともに、情報セキュリティに関する規程、危機的事故・災害時の事業継続計画に関する
規程その他の社内規程の整備を行う。

(3)取締役会およびマネジメント・コミッティでの重要な業務執行の審議ならびにグループ責任・権限規程の遵守・徹底を通じて、意思決定の合理
性・妥当性、適法性を確保し、リスクの管理を行う。

(4)事故、災害および重要な品質問題その他当社グループの業績、財務状況または信用に重大な悪影響を及ぼすおそれのある事象が発生した時
の報告要領を社内規程に定め、それに基づく有事の際の迅速かつ適切な情報伝達および緊急対応体制を整備する。

(5)内部監査部門をはじめ本社専門スタッフが、業務上のリスク管理状況を横断的に監査し、業務改善に関し必要かつ適切な助言を行う。

４．取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、必要な組織を組成し、それぞれの業務分掌を定める。業務執

行取締役および執行役員は取締役会決議により業務を分担し、業務分掌に基づき業務を執行する。

(2) 戦略事業単位としてカンパニーを設置し、各カンパニーはグループ責任・権限規程に基づき業務を執行し、報告を行う。

(3) 取締役会付議事項のうち業務執行に係るものについては、業務執行上の重要事項を審議する機関であるマネジメント・コミッティで事前審議を

行い、論点を整理した上で取締役会へ上程することにより、取締役会における意思決定の適正化および効率化を図る。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1)内部統制に係る理念、方針は全てグループ適用とし、グループ全体への浸透と統一化を図る。

(2)グループ会社管理規程を制定し子会社の管理区分および管理事項を規定するとともに、子会社の規模および重要性（当社グループへの影響
度合い）および子会社の自主健全性を勘案し、グループ責任・権限体系を定める。また、子会社における業務上の重要事項について当社に報告
をさせる体制を整備する。

(3)全部連結を採用し全子会社の業績を当社連結業績に適切に反映させ、かつ管理連結を採用しカンパニー連結での業績評価を行うことで、子会
社の事業運営の適正化、効率化および財務報告の質的向上を図る。

(4)子会社の取締役、監査役を当社より派遣し、意思決定および業務の適正化を図るとともに、グループ監査役会を通じて、子会社における監査
の均質化と充実を図る。

(5)当社の内部監査部門において子会社に対する内部監査を実施し、監査を通じて業務改善に関し必要かつ適切な助言を行う。

(6)「ナブテスコグループ倫理規範」を子会社に周知徹底するとともに、コンプライアンスに関する教育や情報共有等を通じ、子会社におけるコンプ
ライアンス体制の整備、強化を図る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

(1)監査役（会）から監査役を補助すべき使用人の設置の要請があった場合は、監査役（会）との事前協議の上、速やかに当該使用人を確保する。



(2)監査役を補助すべき使用人を設けた場合、取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の人事異動および人事考課は、監査役（会）との
事前合議の上、決定する。

(3)監査役を補助すべき使用人は、かかる補助業務にあたり監査役（会）の指揮命令に服するものとする。

７．取締役、執行役員および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)取締役は、当社または当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちにその事実を監査役（会）に報
告する。

(2)取締役、執行役員および使用人は、監査役が当社事業の報告を求めた場合または当社の業務および財産の状況の調査をする場合は、迅速
かつ適切に対応する。

(3)監査役と内部監査部門との連携を強化するため、監査協議会等を通じ、監査に関する協議、情報・意見交換を行う。また、グループ監査役会に
おいて監査役と子会社監査役との間で監査に関する協議、報告、意見交換を行う。

(4)内部統制に関連する部門は、内部統制システムの構築および運用の状況（子会社の取締役、使用人等から当該部門への報告事項を含む）に
ついて、定期的に監査役に報告する。

(5)監査役会が設置する監査役ホットラインについて取締役、執行役員および使用人に周知する。

(6)監査役に対し報告（監査役ホットラインへの通報を含む）を行った者は、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないものとす
る。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役の職務の執行について生じる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。また、監査役がその職務の執行について当社に
対し費用の前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用等が予算内であるか否かに関わらず、法令に従い、速やかに当該費用等を処理す
る。

(2)マネジメント・コミッティ等の業務執行上の重要な会議への出席および経営情報の閲覧により、監査役が取締役と同等の情報に基づいた監査お
よび業務執行上の重要事項における意思決定プロセスをチェックできる体制を確保する。

(3)監査役（会）は、ＣＥＯおよび代表取締役との意見交換会を定期的に開催できる。

(4)監査役は、執行役員および重要な使用人から職務執行状況を報告させることができる。

(5)監査役が会計監査人および財務経理部門と定期的に意見交換を行い、財務報告の適正性について確認ができる体制を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「ナブテスコグループ倫理規範」において、「反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、また、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合
は、毅然とした態度で臨み、要求には一切応じない」旨を規定しています。契約書締結の際は、反社会的勢力排除条項を定めています。また当社
は社内の総括部門として、総務部に担当責任者を置いています。総務部にて反社会的勢力についての情報を一括管理し、総括部門である総務
部のスタッフ各人に対しては「特殊暴力対策マニュアル」を配布し定期的に社外研修等に参加させています。また、社外においては日頃から警察
および特殊暴力対策団体等と連携を通じ、反社会的勢力に関する最新情報の入手やアドバイスを受けるなど関係強化に努めています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、次のとおりです。

１．インサイダー情報の担当部署

当社は、インサイダー情報の適正な管理を目的とした「インサイダー情報管理基準」を定めており、情報の管理責任者として企画管掌役員、担当
部署を企画部と定め、情報の集約・管理を行っております。

２．情報開示および適時開示に係る社内体制

当社は、「インサイダー情報管理基準」に定める『公表』を円滑に実施し、開示される情報の質の均一性、公平性を保つことを目的とした「広報・ＩＲ
に関する情報開示基準」を定めており、情報開示の責任者としてコーポレート・コミュニケーション部長、担当部署をコーポレート・コミュニケーション
部と定め、速やかな情報開示を行っております。適時開示が求められる情報については、所定の連絡ルート・手続きを経て適時開示の管理責任
者であるコーポレート・コミュニケーション管掌役員が社長に報告し、迅速な適時開示を行います。

３．会社情報の開示方法

情報開示は、東京証券取引所のＴＤｎｅｔを用いて行い、必要があれば東京証券取引所の記者クラブへ資料配布するとともに当社ウェブサイトへも
掲載することとしております。


